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衆院予算委員会 中央公聴会で
　　　　　消費税増税への批判相次ぐ！
◇衆院予算委員会の中央公聴会（２日）で、意見陳述に立った公述人からは、消費税増税への批判が相次ぎました。
立正大学・浦野広明教授は「消費税は、低所得者には高い負担率、高所得者には低い負担率になる、負担能力を考えない逆進性をもった税制。消費税は消費者が負担し、事業者が納税する仕組みだが、事業者が消費税を価格に転嫁できるかどうかは、その企業の力によって左右されるため、下請け企業などは転嫁できていない。課税対象を所得税や法人税を中心とし、所得に応じて段階的に税率を高くする累進課税の制度にすれば、消費税によらなくても十分に税収を確保できる」と強調しました。
[image: image2.bmp]日本金融財政研究所・菊池英博所長は「（消費税増税に頼る政策は）成長を犠牲にするもので極めて危険だ。全体の経済が萎縮して、所得税や法人税が落ち込んで増税分が吹っ飛ぶことは1997年の経験で明らかだ」と述べました。

青山学院大学の三木義一教授は、国際的な法人税引き下げ競争について「愚かな政策で自殺行為だと各国は分かっている」と強調しました。
～業界団体の主張～
◇全国中小企業団体中央会　「何が何でも消費税値上げに反対というのではないが、この時期に消費税を上げるのは本当に困る。消費税値上げの閣議決定には遺憾だという会長のコメントを発表した。まず経済を良くして中小企業の仕事を増やし、時期を考えてもらいたい」（共産党との懇談で「赤旗３/３」付より）
◇全国商店街振興組合連合会　「消費税が上がるのは困る。いま、家庭でも中小企業でも、電気代はじめいろいろ値上がりしている。ここで消費税の値上げになれば消費は落ちる。零細な商店は一番直撃を受けるのではないか」（同上）
◇全日本トラック協会　「社会保障と税の一体改革による消費税増税は、運賃に転嫁することができず、全ト協としては基本的に反対の立場である」（建交労の要請で「建交労」３月号）
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消費税増税アンケート調査（全国商工新聞が東京都渋谷区内の商店街で実施）では、税率10％への引き上げに「反対」が6割超。消費税を完全に転嫁できず身銭を切らされている事業者が5割を超え、消費税に苦しむ実態が明らかになりました（右図）。








《消費税増税　怒りの告発》


「増税されれば、大企業は消費税を価格に転嫁できるだろうが、我々零細業者は転嫁できない。利益が減り営業できなくなる。野田首相はなにを考えているのか」（飲食店主）。


「消費税が上がると確実に売上が下がる。不況をますます進める。消費税の転嫁が十分にできなくなるだろう」（小売業者）。


【全商連調査ひとこと欄より】














